令和７年度農業経営コンサルタントによる総合支援業務
提案競技募集要項
１　趣旨
  　令和７年度農業経営コンサルタントによる総合支援業務（以下「業務」という。）を委託する事業者を提案競技により選定する方法について、必要な事項を定める。

２　業務の内容
（１）業務名　

　　　令和７年度農業経営コンサルタントによる総合支援業務
（２）業務概要

　　　別添１「令和７年度農業経営コンサルタントによる総合支援業務委託仕様書」のとおり

（３）履行期間

　　　契約締結の日から令和８年３月２日（月）まで

（４）履行場所

　　　大分県農林水産部が指定する場所
（５）予算額

　　　１経営体あたり以下の金額を上限とする。
売上3,000万円を目指すコース 2,812,646円（消費税及び地方消費税を含む）

売上１億円を目指すコース　　 3,332,450円（消費税及び地方消費税を含む）
３　スケジュール
	（１）募集開始

（２）質問受付期限

（３）応募書類の提出期限
（４）県からの申請経営体に関する情報の提供

（５）申請経営体に向けた総合提案の提出期限
（６）審査委員会
（７）審査結果の通知

（８）契約締結予定日
	令和７年４月１１日（金）
令和７年４月１８日（金）
令和７年４月２８日（月）
令和７年４月３０日（水）
令和７年５月１５日（木）
令和７年５月２３日（金）予定
令和７年５月２６日（月）予定
令和７年６月中旬予定


４　参加資格要件
    　応募しようとする者は、次の要件を全て満たしていなければならない。

（１）地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること。

（２）自己又は自己の役員等が、次のいずれにも該当しない者であること及び次の各号に掲げる者が、その経営に実質的に関与していない者であること。 
ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律　　　　　  第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
    ウ　暴力団員が役員となっている事業者 
    エ　暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者
オ　暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料等の購入契約を締結している者 
カ　暴力団（員）に経済上の利益や便宜を供与している者 
キ　役員等が暴力団（員）と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有している者 
ク　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 
（３）宗教活動又は政治活動を主たる目的とする者でないこと。 
（４）本件調達の公告日から契約締結日までの間のいずれの日においても、大分県の指名除外を受けていない者であること。
（５）大分県税及び地方法人特別税並びに消費税及び地方消費税を滞納していないこと。

（６）本業務の遂行にあたり、支援対象経営体からの要望や県との協議に応じ迅速かつ円滑に対応ができること。
５　応募の手続き
（１）募集の実施

      大分県ホームページに当該募集要項等を掲載・公表して募集を行う。

（２）質問の受付

　　ア　質問の方法

　　　　質問しようとする者は、質問書様式により以下まで電子メールにて提出する。

　　　  大分県農林水産部新規就業・経営体支援課　　Ｅ-mail：a15270@pref.oita.lg.jp

　　イ　質問受付期限

　　　　令和７年４月１８日（金）までとし、
　　　　受付時間は、休日等を除く午前９時から午後５時までとする。

（３）応募書類の提出方法、応募期間及び提出先

　　　応募者は、次のとおり応募書類を提出すること。

　　　なお、作成方法の詳細は別添２（応募様式集）に従うものとする。

　　ア　受付期間

　　　　令和７年４月１１日（金）から令和７年４月２８日（月）１７：００必着
　　　　※第８号様式について、受付期間は以下のとおり
令和７年４月３０日（水）から令和７年５月１５日（木）１７：００必着
　　イ　提出先

　　　　大分県農林水産部新規就業・経営体支援課（大分県庁本館９階）

　　　　〒８７０－８５０１　大分市大手町３丁目１－１　

　　　　電話：０９７－５０６－３５９８　　Ｅ-mail：a15270@pref.oita.lg.jp
　　ウ　応募書類の提出方法

　　　　電子メール及び持参又は郵送により提出すること。
なお、持参する場合は、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日、日曜日及び土曜日（以下「休日等」という。）を除く午前９時から午後５時までに提出先へ持参すること。

    エ　応募書類の提出部数

　　　　各８部　※第８号様式を除く
動画については動画配信サイト（Youtube等）に投稿し、媒体及びURLを通知すること
　　オ　注意事項

　　　・応募書類の作成及び提出に係る費用は応募者の負担とする。

　　　・提出された企画提案書等の提出書類は返却しない。

　　　・提出期限を過ぎた場合は受け付けない。

　　　・ＦＡＸでの提出は受け付けない。
　　　・電子メールで提出した際には必ず電話にて提出先に報告すること。
　　　・提出後、都合により参加を辞退する場合は、速やかに申し出ること。
　　　・企画提案内容に含まれる特許権など法律に基づいて保護される第三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、参加者が負うものとする。

６　審査及び結果の通知
（１）審査方法
①県が別途設置する審査委員会において、あらかじめ定めた審査基準等により、提出された応募書類を書面審査する。
②各支援対象経営体において、各々に向けて作成された提案書及び動画による意見聴取を行う。
③①②の内容を総合的に審査委員が審査し、総合得点の高い応募者を契約候補者とする。
ただし、応募者の支援可能な経営体数を超える場合は、同一応募者の中で総合得点の高い支援経営体から採択していき、採択要件を満たした次に高得点の応募者とする。
（２）審査結果
審査結果は応募者に対し遅延なく書面により通知する。
７　契約締結
（１）県は応募書類に基づき、契約候補者と委託業務に係る具体的な事業内容や経費等について協議を行い、この結果、県と委託候補者との間で委託事業内容及び契約金額について合意に達した場合に委託契約を締結するものとする。

（２）契約締結後、より効果的に事業を実施するために委託業務の内容に変更が生じた場合は、県と協議し県から承認を得たうえで変更することができるものとする。

８　その他
（１）契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨
（２）契約保証金

免除
